
添付資料－３７ 
 

今後の損傷進展に対する対応 

 

温度計保護管の損傷の進展に対しては、日常点検の一環として、加圧設備の

巡視点検を行い、圧縮空気の圧力及び空気流量を１日１回以上（運用上は毎直

確認を計画）記録することで、圧力維持の監視や流量の変化（トレンド）によ

る損傷状況を把握することとする。 

データの取得により、確認する項目は以下の通り。 

・加圧圧力が 60 kPa 以上の設定された圧力であること 

・加圧設備の圧縮空気流量及びその変動 

空気流量の増加が確認された以降については、空気流量によって進展を確認

する。 

なお、空気流量が設置予定の流量計の測定範囲下限（0.5 L/h[normal]）未

満の場合は流量が測定できないことから、定期的な圧力降下測定により微小な

開口部の発生がないか確認する。 

 

（１）損傷部での加圧空気の流れ 

① トンネル腐食の形成 

成分偏析等の高い過不動態腐食感受性を

持つ部位が優先的に腐食 1)し、図１に示すよ

うに粒界腐食／脱粒として進展し、先端部の

粒界侵食部が貫通し、トンネル状の貫通孔が

形成される。 

1) 木内 清、再処理プラント材料の硝酸溶液中の腐食

問題と防止対策、日本原子力学会誌、Vol.31, 

No.2(1989) 

 

 

 

 

 

図１ トンネル腐食進展の様子 

出典：大平洋金属、再処理施設用高純度ステンレス鋼の耐食性について、 

大平洋金属技報 No.1(1997) 
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② トンネル腐食の進展 

貫通孔は、図２に示すように、粒界侵食部が貫通した後も、欠陥内部に溶

液がある状態では貫通孔の保護管内側（以下、「先端部」という。）で、粒界

腐食が進展し開口が拡大する。さらに腐食が進展し粒界腐食が拡大するか、

脱粒が生じるなどし、加圧している空気の圧力が開口部の毛細管現象により

生じる圧力を上回ると、図２の③に示すとおり空気が流れ始める。この時点

から損傷部位の液体は空気と置換され、損傷部に溜まっていた廃液は外側に

押し出され、腐食の進展は遅くなるかほぼ停止すると考えられる。現状は図

２の①か②の状態か、開口部が閉塞した状態にあるものと推測しており、空

気の流れはないものと考えられるが、図２の③に移行した場合には、開口に

応じた流量で空気が濃縮缶側へ流れることとなる。 
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図２ トンネル腐食進展後の状況の推定 
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 毛細管現象による駆動力が空気圧力に勝っていると、欠陥内の溶液を押し出すことができないと推測される。 
よって、運転と共に欠陥孔径は拡大され毛細管現象の駆動力は弱まるが、空気圧力に勝っている状態が続く（②拡大

ⅰ）。やがて、欠陥先端部の孔径の拡大により、毛細管現象の駆動力に空気圧力が勝った時点で、欠陥内には溶液が

存在しなくなり、孔径の拡大はほぼ停止する（③拡大ⅱ）。 
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③ 開口に応じた空気流量 

トンネル腐食による開口部の発生は、粒界腐食／脱粒によるものであるた

め、その大きさは結晶粒の大きさが一つの目安となる。（１）の②に示した

とおり、開口の当初は粒界腐食の進展によって起こる微小なすき間から始ま

り、腐食が進展し粒界腐食の開口部が拡大し貫通孔となると考えている。 

また、場合によっては結晶の脱粒で貫通孔となることも考えられる。その

場合、図３に示すように当該材の結晶粒度試験結果から、その結晶粒は大き

いもので 100μm 程度であるため、仮に幾つかの結晶が一度に脱落した場合

でも、開口部は 200μm 程度と考えている。 

いずれの場合においても、図２の③の状態になると、空気が流れ損傷部位

の廃液が空気と置換されるため、腐食の進展が抑制される。そのため、損傷

部位に表面張力等によってわずかに残った廃液等の存在があったとしても、

腐食は遅くなるかほぼ停止すると考えられることから、流量変化はなくなる

と考える。 

なお、開口部の大きさを 200μm とした場合の推定流量は、約 40 

L/h[normal]程度と考えられる。 

 

※１ ※１ 

図３ オーステナイト結晶粒度試験抜粋 

※１ 本図は縮小して示しているため、図中の倍率は本来の倍率を示すものではない 

37-3 



 

（２）トンネル腐食の貫通部位数の増加による空気流量の変化 

トンネル腐食の要因となる成分偏析等は、１箇所のみではなく複数箇所に生

じるものである。 

トンネル腐食の貫通部位が複数箇所に生じた場合、空気流量の変化はその数

に応じた段階的なものとなる。具体的には、既に開口している箇所で（１）に

示す流量の変化があったところから、さらに新たな開口により、大きさに応じ

た流量の変化が生じるものと考えている。 

しかしながら、今後は濃縮缶の運転温度を約 50℃で管理する他、上限を 65℃

とする等の対応をとること、さらには検討中である加熱時のジャケットの使用

を停止することで腐食環境の緩和が期待でき、新たな貫通部位の発生は少ない

ものと考えている。 

 

（３）トンネル腐食以外の損傷発生による空気流量の変化 

① トンネル腐食以外の腐食損傷の発生について 

今回の事象を受けて、濃縮缶内溶液の温度管理により約 50℃での運転

となることから、短期間で貫通に至るような全面腐食は発生しないと考え

られる。 

また、溶接部の腐食についても、当該保護管は鋭敏化の原因となる炭素

量を極低減化した材料を用いており、65％硝酸腐食試験の結果においても、

母材と同等の耐食性であることが示されていることから、溶接部が優先的

に腐食し貫通に至ることはないと考えている。 

 

② 熱影響部の腐食が発生したと仮定した場合の空気流量について 

前述の通り、トンネル腐食以外の腐食損傷が発生することはないと考え

ているが、加圧方式による対策に最も影響のある、熱影響部が鋭敏化によ

り腐食／貫通した場合を仮定し、空気流量がどのように増加するかを以下

に考察した。 

鋭敏化による腐食は母材の熱影響部が優先的に粒界腐食／脱粒する現

象であるため、溶接線に沿って、図４に示す全面腐食と同様に薄肉となり

貫通に至ると考えられる。よって、トンネル腐食のようなピンホールとは

異なり、薄肉となったかなりの範囲が崩落することで開口が急激に拡大す

ることが予想される。この拡大の大きさは、図４から推測すれば数 mm オ

ーダーの大きなものであると考えられ、増加する加圧空気の流量はトンネ

ル腐食の場合の挙動とは様相が異なり、１mm 程度の開口部拡大で 1000 

L/h[normal]程度の増加になると推定しており、その増加量には大きな差

があり判別可能であると考えられる。 
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熱影響部の腐食の場合、トンネル腐食のように空気によって廃液が押し

出されることにより腐食の進展が停止することはないと考えられる。従っ

て、最終的には全周が腐食することで先端が脱落する可能性もある。 

 

 

 

③ 配管サポート部での損傷発生について 

濃縮缶下部の温度上昇を考慮に入れた上で熱応力の解析を行った結果、

いずれの場合も保護管における最大応力発生箇所は、先端サポート溶接部

であり、その応力は約 15 MPa であった。これに保護管の先端サポート溶

接部にかかる地震・対流等による応力約 5 MPa を組み合わせても、疲労限

度 114 MPa より十分小さいため、その変形は弾性範囲に収まり、繰り返し

疲労により損傷発生に至ることはないものと考えられる。（添付資料－ 

２４ 参照） 

 

④ その他の要因について 

その他の要因としては地震が挙げられるものの、濃縮缶内の配管は地震

時に発生する応力が許容値を十分下回る配管の支持間隔を設定し剛構造

となるよう設計しており、濃縮缶内での地震による配管損傷は考えにくい。 

想定される事象としては、濃縮缶外の保護管及びセル外の圧縮空気供給

配管の破損・破断がある。しかしながら、その場合は地震直後に流量が急

激に増加または減少する等明らかな変化が考えられるため、損傷との関係

を容易に推定可能であり、圧力・流量の監視を十分に行うことで発生原因

は推定できる。また、その場合は、可能であれば加圧が可能となるコンプ

レッサやボンベによる応急措置を実施するとともに、濃縮運転を終了し缶

内液払出し・洗浄等の対応をとる。 

 

図４ 東海再処理工場 第二代酸回収蒸発缶の腐食概要 

出典：槇 彰、東海再処理施設の腐食環境と機器の腐食速度、サイクル機構技報№14 (2002) 
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（４）今後の対応 

損傷を発生させたと考えられるトンネル腐食とその他の腐食等による進展

については、その変化を見ることである程度の判別が可能と考えることから、

今後圧力や流量のトレンド管理を行い、どのような変化が生じるかといったデ

ータを取り、変化状態を確認する。流量に変化があった場合は、損傷の進展の

有無について評価を行い、その結果、目視可能なほどの進展があったと評価さ

れた場合には、保護管内部の観察等を行なう。 

また、流量の増加に伴い、空気流量に応じて温度計指示値の低下が発生する

ため、今後の処理運転の実績を踏まえて、運用可能な温度補正等の方法及び適

用範囲について検討する。 

変化の様相が明らかに異なる場合（急激に流量が増加することを想定）には、

トンネル腐食とは別の要因が考えられるため、保護管内部観察等により保護管

内部の状態を調査・確認する。 
 

以下に今後想定される流量ごとに実施する項目を検討した。 

 

①現状（流量無し～0.5 L/h[normal]） 

加圧圧力が維持されていること、及び変動の有無を確認する他、定期的

に圧力降下測定を行うこととする。圧力降下量から排出流量を算定し、損

傷の進展評価を行う。 

 

②流量確認後（約 0.5 L/h[normal]） 

流量が確認された後は、損傷の進展把握として流量の増加傾向をトレン

ドにて確認する。なお、流量が増加した場合は、検討された温度補正方法

等に従って対応する。 

なお、当初設置の流量計測定範囲（0.5～5 L/h[normal]）の上限に近づ

くか、超えた場合は、順次測定範囲の大きな流量計に交換する。 

 

③過大流量確認後 

損傷の進展に伴い、損傷箇所が保護管底部に存在するゴミ等の影響を考

慮しても、ビデオスコープ等で目視可能な状態と考えられる 500μm 程度

の大きさと推定される流量に達した場合、及び明らかにトンネル腐食によ

るものと異なる状況が生じた場合には、内部状況を確認すると共に対応策

を検討する。 

なお、万が一熱影響部で腐食が発生していた場合等、急激に流量が増加

した場合を想定しても、保護管内への廃液の浸入は防止でき、直ちに濃縮
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運転を停止後、濃縮液払い出し・洗浄等を行う。そのうえで、原因究明及

び対策を検討する。 

 

（５）今後の損傷の進展評価 

（４）の③に示す内部状況の確認を行うためには、ビデオスコープ等で目視

可能な開口に至っているかを概略評価する必要がある。そのため、添付資料－

１７の 5.4 に示す方法で開口の大きさを算定し、この結果を目安に保護管内部

観察等の対応を図ることとする。 

 

内部状況を観察する指標となる開口の大きさ 500μm の算定については、添

付資料－１７の 5.4 に基づき行われるので、適切な時期に内部調査することが

可能である。 
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設置予定の流量計の測定範囲（0.5～5 L/h[normal]）

図５ 開口と空気流量の関係 

 

 



添付資料－３８ 

簡易的な加圧システムの概要と使用に伴う対応 

 

１．簡易的な加圧システムの位置付け、適用範囲 

高レベル廃液濃縮缶の下部温度計保護管については、現在、加圧方式による復

旧作業を進めているが、当該加圧設備の工事終了前に廃液の処理が必要となった

場合は、工事期間中のバッファを確保するための措置として、温度計保護管に簡

易的な加圧システムを接続し、処理運転を行うことを計画している。 

 

２．簡易的な加圧システムの概要 

現在、恒久的な対応としている加圧システムは計装用圧縮空気（IA）を使用す

ることとしているが、簡易的な加圧システムでの加圧は空気ボンベを使用するこ

とを計画している。 

・ 保護管への加圧(圧縮空気の供給)は空気ボンベを使用する。 

・ 温度計保護管への加圧状態を監視できるように圧力計を設置する。 

・ 温度計保護管末端からの放射性気体廃棄物の漏えいに備え、先端部周辺に

グリーンハウスを設置し、グリーンハウス内の空気は HEPA フィルタを介

して、局所排風機により建屋換気系へ排気する。 

・ グリーンハウスの汚染状況を監視するため、温度計保護管末端の近傍に可

搬式のガンマモニタ、ダストモニタを設置する。 

 

なお、処理運転を行う際は、上部、中部温度計については漏えいが確認されて

いないことから、簡易的な加圧システムを設置せずに、既設の遮蔽プラグを入れ

て温度計を復旧させる。 

 

３．簡易的な加圧システムを用いた廃液処理運転の実施方法 

３．１  運転概要 

簡易的な加圧システムを用いた運転の概要は以下の通り。 

① 温度計保護管内の加圧開始 

② 高レベル廃液濃縮缶の真空引き～加熱・処理運転 (通常の運転手順に従

う) 

※処理運転を行う。また、処理運転中は、現場の圧力計、空間線量モニタ、

ダストモニタ、それぞれの指示値を確認する。 

③ 高レベル廃液濃縮缶の加熱停止 

④ 高レベル濃縮廃液の移送(移送先は高レベル廃液供給槽) 

⑤ 濃縮缶内の洗浄 (洗浄廃液についても高レベル廃液供給槽へ移送・貯留) 
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３．２ 運転中の温度監視 

高レベル廃液濃縮缶の温度計(上部、中央部、下部に設置)には、今後新たにこ

れら 3本の温度計指示値の平均温度を示す機能を追加し、この平均温度を監視対

象とする計画である。一方、簡易的な加圧システムを用いた処理運転を行う際に、

平均温度を示す温度監視機能が設置されていない場合は、個々の温度計指示値を

監視し、55℃に達しないことを確認する。簡易的な加圧システムを用いた処理運

転時は、運転期間が短いこと(3.4 参照)、また、処理する高レベル廃液は抽出廃

液を含まない主に分析廃液等であり、処理後の濃縮廃液は、通常運転時(設計値)

と比較しても希薄であることから、今回下部温度計保護管内に高レベル廃液が浸

入した原因である、底部に堆積する析出物の影響による下部温度の上昇はないと

考えている。しかし、下部温度に限らず、いずれかの温度計指示値が 55℃以上

に達した場合については、今後の運転で考えている温度を低下させる措置を講じ

る。 

 
３．３ 簡易的な加圧システムの監視 

廃液処理運転時は現場にて以下項目を運転員が常時監視し、圧力低下や放射線

モニタの上昇等が生じた場合に適切に対応する。 

・ 圧力計及び、出口圧力計の指示値 

・ ボンベの圧力計にてボンベ残圧の有意な減少がないこと 

・ 局所排風機の運転状態に異常のないこと 

・ 空間線量モニタ、ダストモニタに有意な上昇がないこと 

なお、放射線分解などによる NOx ガス等の発生等については、運転終了後に

簡易的な加圧システムを取り外し、安全に内部の気体を処理する際にガスモニ

タ等で測定することを検討する。 

 
３．４ 運転期間 

 運転期間については、仮に抽出廃液供給槽が満杯の状態を想定し、総量 120 m3

を 2 m3/h にて処理する場合、加熱処理を行っている運転期間は約60時間 (約 2.5

日) となり、液張りから濃縮缶内の洗浄終了までを見込んでも約 1週間で処理が

終了する。 

 

３．５ 廃液処理を実施した場合の温度計保護管内の確認 

 簡易的な加圧システムを使用して処理運転を実施しなければならない場合、処

理運転の前後で温度計保護管内を CCD カメラで観察し、状態変化の有無を確認す

る。 
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添付資料－３９ 

腐食環境緩和のための対策 

 
１．濃縮缶下部の温度上昇の抑制 

アクティブ試験において発生した濃縮缶下部の温度上昇は、濃縮缶下部に

おける析出物の堆積が進んだことにより発生しやすくなっていたことから、

先行施設でも実施している定期的な洗浄運転を行うことで析出物を除去し、

下部温度が上昇するタイミングが早くなることを抑制する。 

具体的には、濃縮缶に酸濃度の低い硝酸を供給し加熱及び払出しを行うこ

とで、高酸濃度の環境下で発生した析出物を再溶解するとともに濃縮缶から

払出す。なお、アクティブ試験第１０バッチの濃縮廃液払出し後に洗浄運転

を行い、洗浄操作が実施できることを確認している。 

また、濃縮缶下部の堆積層への入熱量を減らすことを目的として、加熱運

転中の加熱ジャケットの使用停止について検討中である。当該案を適用する

場合、堆積層への入熱がなくなるとともに堆積層内での硝酸やＦＰの濃縮を

抑制できることから堆積層における温度上昇を抑制することが可能と考える。

また、濃縮缶底部の金属表面温度は堆積層の温度と同等となることから、腐

食抑制の観点からも効果が期待できる。なお、この場合、処理速度を維持す

るため、使用する加熱コイルの本数を増やす対応をとる。 

 

２．濃縮缶の温度管理 

（１）濃縮缶温度を下げる操作 
濃縮缶における３本の温度計の平均値が５５℃以上に達した場合には温

度を下げるための操作として以下を実施する。 

 
①減圧度を深くする操作 
【実施方法】 

濃縮缶内は、図１に示すように、２台のスチームジェットにより濃縮缶

気相部から廃ガスを排気することで減圧にすると共に、設定した圧力にな

るように排気したガスのリサイクル量を調整しながら缶内の圧力調整を実

施している。 
減圧度を深くする操作は、圧力制御の設定値の変更や排気したガスの流

量を下げることにより実施する。 
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図１ 高レベル廃液濃縮缶の減圧装置概要 

【効果】 
濃縮缶の減圧度を深くすることにより濃縮液の沸点を下げ温度を下げる。

この際、濃縮缶の処理速度を下げることにより、減圧度をより深くし温度

の引き下げ幅を大きくすることができる。 
机上評価及びこれまでの運転実績を踏まえると、減圧度を深くする操作

による温度引き下げ効果は以下のとおりと想定する。 

高レベル廃液濃縮缶 

処理量 
圧力低下幅 温度低下幅 

３ｍ３／ｈ ０．１ｋＰａ 約１℃ 

２．５ｍ３／ｈ １．０ｋＰａ 約４℃ 

２．０ｍ３／ｈ １．８ｋＰａ 約７℃ 

 

蒸気 蒸気

ベント
(空気)

廃ガス洗浄塔へ（ＶＯＧ)

Ｎ３１９２（運転中閉止） Ｎ３１９４（手動調整）

Ｎ３１９３（自動制御）

真空発生装置

冷却水冷却水
冷却水

第1酸回収系へ

廃ガスのリサイクル

リサイクル流量を調整し

ているこれら弁の開度を

調整することで減圧度を

深くする。 

運転中閉止 手動調整 

自動制御  

圧力計

39-2 



②減酸運転 
【実施方法】 

減酸運転は、図２に示すように、第１酸回収工程から発生する酸濃度の

低い凝縮液を濃縮缶に供給しながら加熱することにより、濃縮液の酸濃度

を下げる運転である。通常、濃縮運転終了後に濃縮液の酸濃度を下げる目

的で実施する運転である。 

 
 抽出廃液

供給槽 A/B

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２ 濃縮缶での廃液処理に係る工程概要図 

【効果】 
減酸運転を行い濃縮液の酸濃度を下げることにより濃縮液の沸点が下が

る。また、析出物である硝酸バリウム等は酸濃度の増加に伴い溶解度が減

少するため、減酸運転を行って酸濃度が下がることにより再溶解する。こ

れにより析出物が減少することから、濃縮缶下部の温度が低下する。 
減酸運転による温度引き下げについてはアクティブ試験時に効果が確認

されており、平均温度が５５℃以下の条件で実施した減酸運転による温度

の下げ幅は約３～約７℃であった（図３ 参照）。 

 

高レベル廃液 

供給槽Ａ 

高レベル廃液濃縮工程 

 

 

濃縮缶 

高レベル廃液 

高レベル 

濃縮廃液 

高レベル廃液ガラス固化建屋へ 

塔槽類廃ガス処理設備へ 

凝縮器 

凝縮液

（減酸運転時に供給）
第１酸回収工程からの凝縮液

第１酸回収工程へ 
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図３ 減酸運転による濃縮缶下部の温度引き下げ効果 

 
（２）温度上昇時の具体的対応 

上記のとおり、温度上昇が発生した際は減圧度を深くする操作や減酸運

転を行い温度を下げる。 
このうち、減酸運転は第１酸回収工程から発生する酸濃度の低い凝縮液

を濃縮缶に供給し加熱を行うことから廃液の処理が行えないが、この期間

も上流工程からの廃液は発生する。廃液を貯留する貯槽の空き容量が減酸

運転期間中に発生する廃液量よりも少ない場合は廃液を貯留できなくなる

ため、廃液の発生元である上流工程の停止等、工場全体の運転に影響を与

える可能性がある。このため、温度状況に応じて減酸運転が開始できるよ

う、通常の濃縮運転時から運転調整により貯槽の空き容量を確保するよう

運転管理を行う。 
上記の空き容量管理を前提として、温度上昇が発生した際は以下の対応

をとる。 
１）平均温度が５５℃以上に達した場合の具体的対応 

① 減圧度を深くする操作を行う。 
② 上流工程から発生する廃液を貯留する貯槽の空き容量に応じて上流工

程の処理量を調整し、廃液発生量を低減する。 
③ 減酸運転を開始する。 
④ 温度計指示値が５５℃を下回った後、濃縮運転を再開する。 

２）いずれかの温度計が６５℃を超えた場合の具体的対応 
① 廃液を受け入れる貯槽の空き容量を確認し、洗浄運転終了までの期間

中に発生する廃液を貯留できるよう上流工程の処理量調整を行う。 
② ①と並行して減酸運転を開始する。 
③ 希釈等の操作を行った後、濃縮廃液を払い出す。 
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④ 払出しを実施した後に洗浄運転を実施する。 

 
上述の５５℃と６５℃の設定根拠は以下のとおり。 

【５５℃】 
・ 通常運転温度である約５０℃を超えたことを示す５５℃を管理温度とし、

濃縮缶全体の温度を管理対象とすることから３本の温度計の平均値を使用。 
【６５℃】 
・ 温度上昇による腐食影響や設計時に技術導入元から入手した濃縮缶の温度

変動範囲（４０℃～６２℃）を考慮して設定。 

 
また、アクティブ試験で下部温度が６５℃以上となっていた第６から第１０

バッチを対象に、３本の温度計の平均値が当該バッチで最初に５５℃に到達

した際の上部・中部・下部温度を確認した結果、下表のとおり平均温度５５℃

到達時の下部温度は６５℃未満であった。このため、下部温度が６５℃に到

達する前に平均温度が５５℃になると考える。 

 

バッチ 
上部温度 

（℃） 

中部温度 

（℃） 

下部温度 

（℃） 

平均温度 

（℃） 

第 6バッチ 56.2 54.4 54.3 55.0 

第 7 バッチ 55 53 57.2 55.1 

第 8 バッチ 53.4 51.7 60.2 55.1 

第 9 バッチ 54.2 54 56.9 55.0 

第 10 バッチ 53.9 53.9 57.2 55.0 

 
なお、上記温度管理を行う際の下部温度の挙動については、以下のとおりと

考える。 
① 温度上昇時（温度計の平均温度が５５℃以上に達した場合） 

減圧度の調整及び減酸運転により下部温度が低下する。 
② 下部温度が６５℃を超えた場合 

 速やかに廃液の濃縮を終了し、濃縮液の払出しに向けた操作を開始す

る。この場合、減酸運転の開始により下部温度も低下を始めることから、

下部温度を６５℃以下に保つことができる。（図４ 参照） 
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図４ アクティブ試験第１０バッチにおける減酸運転時の温度の挙動 
 

また、添付資料－２９で示した堆積層で硝酸等の濃縮が進む可能性も踏まえ

た対策については、上述のように、今後の運転では腐食環境の緩和策として

の温度管理により加熱運転時の濃縮缶内温度が６５℃以下となるよう管理す

ることに加えて、定期的な洗浄運転により析出物の蓄積防止を図ることとし

ている。よって、この対応で濃縮缶底部に多量の析出物が堆積する前に濃縮

を停止することになるため、多量の堆積層形成が抑制できると考える。 

このため、今後実施する温度上昇抑制策等により堆積層で濃縮が進むことに

ついても対応可能と考える。 
 

３．温度上昇抑制策及び温度を下げる操作に伴う自工程、上・下流工程への影

響 
下部温度上昇抑制策及び温度上昇時の対応による、自工程、廃液発生元の工

程及び濃縮廃液の移送先の高レベル廃液ガラス固化工程への影響について整

理を行った。 

 
（１）減圧度の調整による影響 

減圧度の調整は圧力調整のためにリサイクルしている廃ガス量を減らす

ことにより実施する。この際、VOG 系へ流れる廃ガス量が増えるが、高レ

ベル廃液濃縮工程の設計で想定した範囲内での増加であるため、VOG 系へ

の影響はない。 
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（２）減酸運転による影響 
減酸運転中は上流工程から発生する廃液の処理ができず、廃液の貯留量

や上流工程の運転に影響を与える可能性があるが、以下の対応をとること

で影響を抑制できると考える。 
・通常運転時から廃液保有量を一定量以下に保つ。 
・減酸運転実施中は上流工程の処理量を調整することで廃液発生量を

低減する。 
また、温度低下を目的とした減酸運転について、年間の運転可能期間に

基づき、１バッチあたりの最長運転期間を評価することで実施可能回数を

評価したところ、１バッチあたり２回程度となった。この場合、上流工程

で処理量の調整が必要な期間も限定的であることから、上流工程への影響

は小さいと考える。 

 
一方、貯留した廃液を処理するためには濃縮缶を高い処理速度で運転す

る必要があるが、温度低下のための減酸運転を１バッチあたり２回とする

場合は、廃液発生量は過大とはならず、当該濃縮缶において設計上想定し

た範囲の処理速度で対応可能である。 

 
（３）洗浄運転による影響 

洗浄運転では、酸濃度の低い硝酸を濃縮缶に張り込んだ後に加熱し、洗

浄廃液を下流工程である高レベル廃液ガラス固化建屋へ払い出す。この運

転では廃液の濃縮を行わないため、払い出す廃液のＦＰ濃度は通常運転で

発生する濃縮廃液と比べて大幅に低い。洗浄運転により発生する廃液は、

高レベル廃液ガラス固化設備において、これまでモックアップ試験やアク

ティブ試験で運転確認を行ってきた廃液よりもＦＰ濃度が低いことから、

ガラス固化設備の安定運転において仮焼層を安定させるために、廃液中の

ＦＰ濃度はある一定の濃度を確保するとしていることを踏まえると、下流

工程での処理に支障をきたす可能性がある。 
洗浄運転は定期的に行うことから、ＦＰ濃度の低い洗浄廃液は定期的に

発生する。高レベル廃液ガラス固化設備では、ＦＰ濃度が低いことから、

洗浄廃液のみでの処理は行えないため、運転に支障が出る。 
このため、現状の運転方法で設計上の濃縮終点まで廃液を濃縮し、５バ

ッチに１回の頻度で洗浄運転を行い、これらの廃液を混合した場合の濃縮

廃液のＦＰ濃度について評価したところ、下流工程での廃液処理に支障が

出ない範囲を維持できるとの結果となった。 
ただし、アクティブ試験中の運転実績から、濃縮終点に到達する前に下

部温度が６５℃に到達することも考えられる。このような場合に備え、温
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度上昇抑制策に加えて、析出物の発生防止のための対策（濃縮倍率の低減

及び濃縮廃液の減容等）について検討を行うこととする。 

 
一方、洗浄運転を行うことにより高レベル廃液ガラス固化建屋に移送す

る廃液量に影響があるか評価したが、８００トン／年での年間払出し量は

約３８０m3 であり、従来どおりの運転を行った場合から１割弱の増加とな

るが、下流工程の設計裕度内の増加であり、大きな影響はない。 

 
なお、洗浄運転には約 日を要するため、洗浄運転を行う際には主な廃

液発生元の運転を停止している必要がある。定期的な洗浄運転の場合、こ

の点を考慮した運転計画とすることで上流工程への影響を抑えることがで

きる。 

 
また、洗浄運転の頻度や洗浄運転を行う際の運転方法については、今後

の運転において最適な条件を評価していく。 

 

 



添付資料－４０ 
 

類似機器での類似事象の発生防止に係る調査 

 

１．調査の考え方 

「８．５ 推定原因」で述べている通り、今回の事象の直接的な原因は、想定し

た以上の濃縮缶下部温度の上昇と考えられ、腐食速度が増加するような厳しい腐食

環境となったことにより、鍛鋼品であるキャップ部のトンネル腐食が発生したもの

と推定しており、これを踏まえ、類似事象の発生防止に係る調査を実施した。 
また、当該保護管が損傷した直接的な原因ではないものの、設計時に腐食への影

響の知見がなかったネプツニウムに対する腐食への考慮ができなかったことを受

け、他の設備においてネプツニウムの影響による類似事象の発生の可能性について

の調査を上記の調査と併せて実施した。 

さらに、上記のように、腐食環境が厳しくなったことが確認されていることから、

全面腐食の観点でもその影響を調査することとした。 

 

以上を踏まえ、調査の対象範囲は、腐食環境とみなされる０．２ｍｏｌ／Ｌ以上

の硝酸溶液に常時接液するステンレス鋼製の機器とした。 

 上記の対象機器に対して、想定以上の温度上昇と腐食成分としてのネプツニウム

の影響度の観点で設計時の腐食速度への影響を評価し、トンネル腐食と全面腐食に

ついて、それぞれ予防処置を実施すべき対象かを判定する類似事象の発生防止に係

る調査フローを作成した。（図１ 参照） 

 

なお、ネプツニウム以外の元素については、使用済燃料中の含有量、分配係数及

び腐食性を考慮して再検討したが、設計当時の考え方で考慮が不足していることは

ないことを確認している。 

 

40-1 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

予防処置対象

N

予防処置対象外

Y

④鍛鋼品を使用して
いる部位の腐食速
度が0.1mm/年を超
える可能性があるか

N

Y

　　　　　　　　　【調査対象機器の抽出】

　①　0.2mol/L以上の硝酸溶液に常時接液する
　　　　ステンレス鋼製の機器

⑥設計寿命中に
腐食代を超えるか

⑤加工

 

 

 

 

 

 
図１ 類似事象の発生防止に係る調査フロー 

フロー腐食
対策としてESR処
理のみの鍛鋼品
を使用しているか

予防処置対象

N

Y

予防処置対象外 予防処置対象外

N

Y

【全面腐食の観点】

③設計時の腐食速度が
0.1ｍｍ/年を越える機器か

　　　　　　　　【設計時の腐食速度への影響評価】

②以下の観点で評価し腐食速度の補正が必要か判定
　　　・ 想定以上の温度上昇
　　　・ 腐食成分としてのネプツニウムの影響度

】

N

Y

予防処置対象外

※１

※１

【加工フロー腐食の観点【トンネル腐食の観点】 

⑤トンネル腐食 
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 調査フローのそれぞれの判定指標の考え方を以下に示す。 

 

【調査対象機器の抽出】 

① ０．２ｍｏｌ／Ｌ以上の硝酸溶液に常時接液するステンレス鋼製の機器 

再処理施設では、放射性物質を含む硝酸溶液を取り扱う系統及び機器の閉じ

込め部材には、硝酸溶液に対して優れた耐食性を有し、豊富な使用実績のある

３０４系・３１６系ステンレス鋼を使用している。また、常圧沸騰状態で２  

ｍｏｌ／Ｌ以上の硝酸溶液を取り扱う場合には再処理施設用ジルコニウムを使

用している。 

 

再処理施設用ジルコニウムは純ジルコニウムであり、耐食性が極めて高いた

め、全面腐食が問題となることはなく、トンネル腐食の発生メカニズムである

不純物・介在物等の偏析を生じることがない。また、０．２ｍｏｌ／Ｌ未満の

硝酸溶液では、沸点である１００℃近辺まで温度が上昇したとしても、腐食速

度が極めて小さいため、全面腐食が問題となることはなく、腐食速度の小ささ

からトンネル腐食が発生することもない。 

 

そのため、腐食環境で使用される「０．２ｍｏｌ／Ｌ以上の硝酸溶液に常時

接液するステンレス鋼製の機器」を、予防処置を実施すべき対象かを判定する

ための調査対象とする。 

 

【設計時の腐食速度への影響評価】 

② 以下の観点で評価し腐食速度の補正が必要か判定 

・ 想定以上の温度上昇 

・ 腐食影響成分としてのネプツニウムの影響度 

腐食環境の厳しさの指標として、温度の上昇要因とネプツニウムの影響を評

価し、設計時の腐食速度への影響（腐食速度の補正の要否）を判定する。 

 

■ 想定以上の温度上昇 

運転実績を確認し、設計時に想定した温度を超えている機器を抽出するとと

もに、今後の運転において想定温度を超える可能性がある機器を以下の観点

で抽出した。 

１）設計時に想定した温度を超えている機器の有無 

アクティブ試験以降これまでの運転実績から、その期間の通常の運転にお

ける温度の最大値を抽出し、通常運転温度を超えているか評価する。 

２）温度上昇を発生させる要因の有無 

温度上昇が発生する要因としては、蒸気等により加熱を行っている機器に
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ついては機器の加熱を行う加熱源の温度上昇、温度上昇を抑制又は防止す

るために冷却を行っている機器については冷却源の停止、また濃縮缶のよ

うな析出物を含めた沈殿物の堆積等が想定される。 

 

３）温度上昇の検知の可否及び検知した後に温度上昇を抑制する措置の可否 

１）で温度上昇を発生させる要因があるとした機器については、温度上昇

を発生させる状態を警報、工程監視等により検知することが可能かを調査

する。また、温度上昇を発生させる状態を検知可能な機器については、検

知した後に、温度上昇を発生させる要因を排除し、温度上昇を抑制する措

置が実施することが可能であるかを調査する。 

 

主要な温度上昇要因は以下の通り分類できるものと考える。 

 

温度上昇要因 
温度上昇要因の

検知手段 

検知時の措置 

（措置を確実に実施する方法） 

加熱蒸気の温度上昇 警報 供給遮断（インターロック） 

加熱温水の温度上昇 警報 供給遮断（マニュアルに定める） 

加

熱

源 電気ヒータの温度上昇 警報 供給遮断（マニュアルに定める） 

安全系 警報 安全冷却水系のポンプ等の動的機器は多重化されてお

り、異常時は以下を実施する。（保安規定に定めている）

・運転可能な機器への切り替え 

・異常が生じた機器を復旧する措置を開始し、バック

アップがある状態を維持 

冷却水の 

循環停止 

一般系 工程監視（温度、

流量等）により

異常検知 

熱源の停止（マニュアルに定める） 

冷

却

機

能 

冷水の循環流量低下 警報 流量の回復措置（マニュアルに定める） 

貯槽内の沈殿物をかくはんする空気は安全圧縮空気か

ら供給されている。安全圧縮空気系の空気圧縮機は多

重化されており、異常時は以下を実施する。（保安規定

に定めている） 

・運転可能な空気圧縮機に切り替え 

・異常が生じた空気圧縮機を復旧する措置を開始し、

バックアップがある状態を維持 

沈殿物の

堆積 

かくはん手段の

停止による沈殿

物の堆積 

警報 

安全圧縮空気を貯槽内に供給するパルセータの異常時

は以下のいずれかを実施すると共にパルセータの復旧

する措置を実施。（社内規定に定めている） 

・かくはん可能な槽への移送 

・手動パルセーション及び底部温度監視の実施 

移送機器閉塞に

よる沈殿物の堆

積 

工程監視（移送

経路の液位等）

により異常検知

沈殿物排除手段の起動による堆積の防止（マニュアル

に定める） 

沈

殿

物 

沈殿物の

堆積 

沈殿物排除手段

がないところで

の沈殿物の堆積 

工程監視により

異常検知 

温度を下げる措置を開始（マニュアルに定める） 
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温度上昇要因に対して、温度上昇が発生する要因を、警報もしくは工程監視

により検知することがマニュアル類に規定されていること、また、検知した後

に温度上昇要因を排除又は温度上昇を抑制する措置がインターロックにより行

われる、もしくはマニュアル類に規定されその操作が手順化されていることを

確認できれば、通常運転温度を超えて温度が高い期間が続くことはないと評価

する。 

なお、上記の検知と措置に関するマニュアル類は、調査時点で未整備でも、

予防処置の一環として当該機器の運転開始までに整備する計画を確認すること

でマニュアルが既に規定されているものと同等と評価する。 

 

■ 腐食成分としてのネプツニウムの影響度 

腐食加速成分（ネプツニウム）の主な流れは、抽出廃液の経路と分離、精製

の製品の経路である。添付資料－２３の図２に示す流れにある機器について

は、ネプツニウムの腐食影響が考えられるため、これらの機器を対象とし、

今回の濃縮缶でのネプツニウムの影響を考慮し、設計当時に評価した以上に

ネプツニウムの腐食影響がある機器を抽出する。 

 上記の想定以上の温度上昇とネプツニウムの影響度を評価し、腐食速度の補

正が必要な機器を判定する。 

 

③ 設計時の腐食速度０．１ｍｍ／年を越える機器か 

設計時の腐食速度への影響がなく、腐食速度補正の必要がない場合でも、設

計時の腐食速度が、トンネル腐食発生可能性の指標である０．１ｍｍ／年を超

える機器（添付資料－２６参照）については、トンネル腐食の観点で、鍛鋼品

を使用している部位の詳細調査を実施する。 

 

【トンネル腐食の観点での評価】 

④ 鍛鋼品を使用している部位の腐食速度が０．１ｍｍ／年を超える可能性が

あるか 

腐食速度の補正が必要ありと判定した機器に対して、トンネル腐食の観点で、

鍛鋼品を使用している部位の腐食速度がトンネル腐食発生可能性の指標である

０．１ｍｍ／年を超えているかを評価する。 

また、「鍛鋼品を使用している部位」は、当該濃縮缶下部の温度上昇のように、

温度が高い箇所が機器の一部分のようなケースでは、腐食速度も部位により異

なるため、「部位」単位とした。 

なお、鍛鋼品以外の鋼材（板、管）を使用している部位については、トンネ

ル腐食の進展の起点となる金属が引き延ばされる方向に直交な面が接液するこ

とがないため、対象外とした。 
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⑤ トンネル腐食対策としてＥＳＲ処理のみの鍛鋼品か 

④により腐食速度が０．１ｍｍ／年を超えている部位として抽出された鍛鋼

品について、鍛流線制御鍛鋼品を採用しているか、または鍛流線に直交な面へ

バタリング（肉盛溶接）を実施している場合は、トンネル腐食の発生防止に有

効であるため、予防処置対象外とした。 

 

【全面腐食の観点での評価】 

⑥ 設計寿命中に腐食代を超えるか 

全面腐食の観点で、補正した腐食速度で、設計寿命中に腐食代を超えること

があるか評価する。 

 

 

２．予防処置等に係る対応方法 

調査結果により予防処置が必要と判定された機器等に対する予防処置に係る考

え方等を以下に示す。 

（１）トンネル腐食が生じる可能性があると判定された機器等については、その部

位の温度を管理する措置を検討することとする。 

（２）全面腐食の観点で腐食代以上の全面腐食が生じる可能性があると判定され

た機器等については、下表に示す減肉管理を実施することを検討している。 

 

 基本的手法 左記手法が困難な場合 

減肉管理 

手法 

・ 機器の中で全面腐食減肉量

が最も大きくなる伝熱面

（伝熱コイル、伝熱管等）

に対して、機器の外部から

アクセスできる非破壊試験

装置を用いて直接的に肉厚

を測定し、減肉進展評価を

行う。（※1） 

 

・ 該当する機器の入口と出口

の Fe 分析を行い、溶出量か

ら減肉進展評価を行う。 

もしくは 

・ 温度実績やネプツニウム濃

度実績から腐食評価を行

う。 

 

（※1）現在、社団法人 日本機械学会において策定中の再処理設備 維持規格

（案）では、全面腐食減肉を対象として、肉厚測定試験を実施すること

としている。 
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３．調査状況 

「１．調査の考え方」に示した①～⑥の評価については実施中であるが、現時点

での調査状況を以下に示す。 

・トンネル腐食の観点での評価において、鍛鋼品を使用している長期予備の伝熱

コイル接続管台、ウラン濃縮缶（分離施設）の保護管キャップ、管台、管板に

ついては、ネプツニウムの影響により腐食速度が０．１ｍｍ／年を超える可能

性があるため、ＥＳＲ処理以外のトンネル腐食対策が施されているかを確認し

た。これらについては、鍛流線制御鍛鋼品の使用や鍛流線に直交な面へのバタ

リング（肉盛溶接）施工を確認した（図２ 参照）。 

 ・全面腐食の観点から、当該濃縮缶下部の温度上昇の影響により腐食速度の大き 

かった当該濃縮缶加熱ジャケット部の底面について、アクティブ試験期間中で

の腐食量は、腐食代の５ｍｍを超えていないことを確認した。今後は当該濃縮

缶に対して、「９．２ 腐食環境緩和のための対策」に示したとおりの対策を

行うため、大きな腐食は生じないものと見込まれる。 

 

アクティブ試験期間において濃縮缶底部の温度は下部温度よりも高く、堆積層内

で硝酸等の濃縮が生じていた可能性がある。この場合の腐食への影響について、堆

積層内での廃液の濃縮状況が不明であるため、以下の仮定を含む条件を設定し評価

した。 

○ 添付資料－２９の評価結果では、下部温度と底部温度の差は９～１５℃程

度であり、温度が高い場合には差が小さくなる傾向があった。このため、

底部温度については、保守的に温度が低い場合の差を採用し、下部温度よ

り約１５℃高いと仮定。 

○ 濃縮は段階的に進み、５５℃～８０℃の区間では酸濃度   ｍｏｌ／Ｌ、

８０℃以上の区間では保守的に共沸状態の酸濃度１４．９ｍｏｌ／Ｌと仮

定。 

○ 酸化性イオンについては、濃縮終了後のネプツニウム濃度を基準として、

酸濃度と同様の割合で濃縮が進むと仮定。濃縮終了後のネプツニウム濃度

については、運転実績に基づき、１～５バッチは０．６ｇ／Ｌ、６～１０

バッチは１．４ｇ／Ｌと設定。 

○ ５５℃以下であった期間については通常の運転状態であったと考えたが、

廃液濃縮に伴う酸濃度及び酸化性イオンによる影響については、下部温度

計指示値に１５℃を足した値を評価に用いることにより、それらの影響も

含めた評価とした。 

 

腐食量については、下部温度が５５℃以下の期間と、５５℃から１０５℃までを

５℃刻みで分けた各期間について、当該期間中の温度、酸濃度、ネプツニウム濃度

40-7 



 

の上昇を表す係数を設計腐食速度（０．２１ｍｍ／年）にかけることで腐食速度を

計算し、この値に期間毎の運転日数をかけ、各結果を積算することで算出した。 

計算の結果、腐食量は約２．２ｍｍとなった。設計上の腐食代は保守的な評価に

基づき５ｍｍと設定していたことから、下部温度上昇が生じた状況であっても腐食

代の範囲内であった。 

 

今後については、腐食環境緩和のための対策等により下部温度を６５℃以下に管

理するとともに、検討中である加熱時の加熱ジャケットの使用停止により堆積層へ

の入熱がなくなることから、底部の温度条件も緩和され、腐食の抑制が図れると考

える。 

 

一方、保護管底部については構造上肉厚測定ができないことから、腐食評価につ

いては、溶液の組成や運転時間の管理に加え、堆積層内の温度等の状態を考慮した

評価手法の検討を進める。 

・設計時に考慮した以上のネプツニウムの影響があり、設計寿命中に、腐食代以

上の全面腐食が生じる可能性がある機器として、長期予備、ウラン濃縮缶（分

離施設）、第２酸回収蒸発缶が見込まれる。これらについては、減肉管理を検討

することで対応を図ることする。 

 

なお、当該濃縮缶と同じ装置である長期予備については、「９．２ 腐食環境緩

和のための対策」に示したとおり腐食環境緩和の対策を実施するが、運転する際に

は、念のための対応として、長期予備はセル内に人が入って作業が実施できること

を考慮し、二重管方式等の他の方策についてモックアップにより検証を実施した上

で、対応を検討することとする。 
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別添資料 

 
トラブル時の通報連絡体制の点検について 

 
 
１．通報連絡遅れの概要 

平成２２年７月３０日（金）に分離建屋の高レベル廃液濃縮缶の温度計

交換作業において、現場の作業員が身体汚染する事象が発生した。事象発

生直後、統括当直長が初動の対応を行い、その後、異常事象発生時に設置

する六ヶ所対応会議※１を立ち上げ発生事象の状況把握を行った。当初、状

況把握を実施する中で、作業員に汚染が見つかったことから、作業員の除

染及び放射性物質の内部取り込みの有無の確認を優先的に行った。その後、

作業員に放射性物質の内部取り込みがなかったこと及び作業場所に管理基

準値（α：0.4Bq/cm２、β（γ）：4Bq/cm２）を超える汚染が検出されたが、

除染により管理基準値未満になったことから、汚染に関しては、Ｃ情報に

該当すると六ヶ所対応会議で判断した。 
この時点で、六ヶ所対応会議では、汚染の発生源については、種々の情

報を得ていたが、温度計の付着物をサンプリングし、高レベル廃液濃縮缶

内の液との核種組成比率の確認を行わないと高レベル廃液と特定できない

と判断し、「高レベル廃液漏えいのおそれ」としてＡ情報発信しなかった。 

平成２２年８月２日（月）に汚染に関するＣ情報については、通報連絡

ルールに基づき国及び県、村に情報発信した。その後、温度計の付着物の

サンプリング以外で汚染の発生源について調査を進めた結果、同日六ヶ所

対応会議で高レベル廃液濃縮缶内の保護管内へ高レベル廃液が漏えいして

いる可能性があると判断し、「高レベル廃液漏えいのおそれ」としてＡ情報

発信した。 
このＡ情報発信のタイミングについて、国より通報が事象発生日より遅

れたことに対して、通報連絡体制の点検を求められたものである。 

 
※１ 異常事象発生時、工場長を議長とし、副工場長、連絡責任者及び関

連部門の部長等により組織される会議体であり、発生した事象の把

握、事象の収束及び復旧活動等を統括して実施する。 

 
２．事実関係の調査結果 

通報連絡遅れに至った経緯について、出来事流れ図（事実関係を業務の

順に整理したもの）を作成し、通報連絡遅れに対して次の５項目の問題点

が抽出された。（図－１ 出来事流れ図 参照） 
この問題点のうち、問題点①は事象発生直後の初動対応に係るもの、問

 別添-1



題点②～⑤は、六ヶ所対応会議の対応に係るものである。 
問題点① 高レベル廃液濃縮缶の温度を計測している温度計の先端に汚

染があると連絡を受けたにも係らず「高レベル廃液の漏えい

のおそれ」としてＡ情報を発信しなかった。 
問題点② 高レベル廃液の主要な核種成分であるセシウムを作業員Ａ

（現場監督者）の管理服及び綿手袋から検出したにも係らず

「高レベル廃液の漏えいのおそれ」としてＡ情報を発信しな

かった。 
問題点③ 温度計からのサンプリングに時間を要する状況において、そ 

れまでに得られた情報から総合的に判断して「高レベル廃液

の漏えいのおそれ」としてＡ情報を発信しなかった。 
問題点④ 本来汚染が発生しないグリーン区域において高いレベルの汚

染が確認されたことから、法令上の基準値（3.7×106Bq）を超

えるおそれがあることが考えられたが、Ａ情報として発信し

なかった。 
問題点⑤ 当日の事象把握活動において、六ヶ所対応会議として必要な

情報が把握できていなかった。 

 
３．要因分析 

２項で抽出した５つの問題点について、要因分析図に基づいて要因分析

を行った。（図－２ 要因分析図 参照） 
トラブル時に通報連絡の必要な異常事象とは、異常・非常時対策規程で

定める異常事象（Ａ事象、Ｂ事象及びＣ事象に該当するもの※２）及びおそ

れのある事象等であり、異常事象の区分に応じて、再処理事業部 異常・

非常時対策要領等に基づきトラブル時の通報連絡を実施している。また、

再処理事業部 異常・非常時対策要領において、各事象毎に国等へ通報連

絡するタイミングを定めている。 
通報連絡は、異常事象が発生した場合、初期判断者である統括当直長が

事象の区分（Ａ、Ｂ、Ｃ情報）を判断し、連絡責任者により国等へ通報連

絡を行う。その後、異常事象発生時に設置する六ヶ所対応会議を立ち上げ

発生した事象の把握、事象の収束及び復旧活動等を行う。 
なお、本事象においては、統括当直長が初期判断を行う前に六ヶ所対応

会議が立ち上がったため、事象の区分判断は六ヶ所対応会議で実施した。

（図－３ 事象発生から通報連絡までの流れ 参照） 
今回、原子力安全・保安院から通報遅れの口頭厳重注意を受けたのは、「高

レベル廃液漏えいのおそれ」と判断して通報連絡（Ａ情報発信）したタイ

ミングが、事象発生から３日後になったことによるものである。 
以下に通報連絡が遅れたことに関する要因（原因）を示す。 
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※２ Ａ事象 

法令報告事象、安全協定に基づく報告事象及び社会的影響が出るお

それのある事象等で、情報入手後、国及び県、村へ直ちに通報連絡

すべきもの（以下、「Ａ情報」という。） 
Ｂ事象 
事象の進展又は状況の変化によっては、Ａ事象となるおそれのある

ものや重要な事象等で、情報入手後、国及び県、村へ速やかに通報

連絡すべきもの（以下、「Ｂ情報」という。） 
Ｃ事象 
施設の運転管理情報（プラント情報）及び所内パトロール等によっ

て発見した事象で留意すべきものや注意が必要なもの、軽度の汚

染・被ばく等通常とは異なる事象、その他特に通報が必要と思われ

る事象で、情報入手後、国及び県、村へ通報連絡すべきもの（以下、

「Ｃ情報」という。） 

 
（１）問題点①、②の要因 

① 温度計保護管内に高レベル廃液が漏れて、漏れた高レベル廃液が温度計

に付着し、その温度計の抜き出し作業により、セル外が汚染する事象は

初めてで事象として想定していなかった。(ａ)  

② 高レベル廃液を取り扱う固化セルにおいては、高レベル廃液の漏えいの

おそれとしてＡ情報を発信するタイミング（例えば、固化セル内のトレ

イに出所不明の液溜りを発見した場合等）をルール化していたが、固化

セル以外の場合はＡ情報として発信するタイミングをルール化していな

かった。(ｂ) 

③ 法令報告対象のおそれがある（判断が難しい）事象はＡ情報として発信

するという意識が不足していた。(ｃ) 

 

（２）問題点③の要因 

① サンプリング等で結果を判断するのに時間を要する場合は、高レベル廃

液の漏えいのおそれとして発信すべきであったが、トラブル情報を早く

発信するという意識が不足していた。(ｄ) 

 

（３）問題点④の要因 
① 本来汚染が発生しない場所（グリーン区域）に高いレベルの汚染が確認

された場合は、使用済燃料等が漏えいし、法令上の基準値（3.7×106Bq）

を超える可能性を考えて、対応する意識が不足していた。(ｅ) 

② 汚染密度の測定は汚染の判断フローで対応し、漏えいした放射能量の測
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定は漏えいの判断フローで対応することとなっていたため、速やかに、

放射能量による漏えいのおそれとする考えに至らなかった。(ｆ) 

 
（４）問題点⑤の要因 

① 高レベル廃液の漏えい事象が発生した日に別のトラブル事象（高レベル

放射性廃棄物貯蔵管理センターにおける検査室系換気設備の停止につ

いて：Ｂ情報）が発生していたが、同時に独立して２つの六ヶ所対応

会議を行う体制が不十分であった。（連絡責任者と対応会議の進行を行

う司会者が同一人物であり、また他のトラブル事象の通報連絡責任者

でもあった。）(ｇ) 

 
４．再発防止対策 

要因分析結果に基づき、高レベル廃液の漏えいに関する各問題点に対す

る再発防止対策を以下に示す。 

 
① 高レベル廃液の漏えいのおそれとしてＡ情報を発信するタイミングを

異常時対応マニュアルにルール化する。（要因ｂ、ｃに対する対策） 

② サンプリング等で結果を判断するのに時間を要する場合は、トラブルの

おそれとして発信することを異常時対応マニュアルに明確化する。（要

因ｄに対する対策） 

③ トラブル事例集に本事象及び類似事象を追加する。（要因 a、ｂ、ｃに対

する対策） 

④ 汚染に関する社内の判断フローに、放射能量（放射能の総量）に係る判

断を追加し、ルール化する（要因 e、ｆに対する対策） 

⑤ 今回改正したルール及び追加したトラブル事例集について周知する（要

因ａ、ｂ、ｃ、ｄ、e、ｆに対する対策） 
⑥ トラブル対応の体制強化を図る。（要因ｇに対する対策） 

 
また、通報連絡においてトラブルのおそれとして判断が難しい事象を事

象発生後、遅滞なく初期判断者（現状は統括当直長）が判断し、情報発信

するために、上記の対策に加えて高レベル廃液の漏えい以外の事象に対し

ても分かり易く迷わない判断フローの見直し及び、通報連絡に対する意識

向上を図るための取組み等を品質保証活動の中で今後継続的に実施してい

くこととする。 



（議長） （連絡責任者）
司会（議長補佐）

（連絡責任者代行）

時　　　刻 主な作業時系列 工場長 副工場長 技術部長 技術部部長 放射線管理部長 保修部長 運転部部長 放射線安全課長 担当者 統括当直長

7月30日

15時50分
温度検出器の先端部が保護管から出た時
点でサーベイメータ指示値が上昇

15時55分頃
統括当直長が保修部副長Ｂからグリー
ン区域での作業において温度計先端
部に汚染があったこと、及び放射線管
理部にサーベイを依頼したことの連絡
を受けた。

16時16分 放射線安全課員による現場サーベイ開始

16時30分
作業場所床面の養生シート上に汚染を確
認

16時35分
現場サーベイにて作業員A（現場監督者）の
綿手袋及び半面マスクに汚染があることを
確認

連絡を受け、引き
続き状況を連絡す
るよう求めた

技術部部長に手部
及び半面マスクに
汚染が認められた
ことから鼻スミヤ及
びＷＢＣを行う旨連
絡

17時00分
六ヶ所対応会議の立上げ
（E施設のトラブルと、本事象のトラブルで
六ヶ所対応会議を２つ同時に実施）

六ヶ所対応会議の
立ち上げを宣言

六ヶ所対応会議の
立ち上げを工場長
へ要請

保修部及び運転部からの状況報告

汚染が疑われる温
度検出器は保護
管内へ戻し保護管
の開放部を養生し
たため、汚染の拡
大はない状況であ
ることを六ヶ所対
応会議へ報告

17時15分
統括当直長が分離建屋への立入
規制の放送を実施
17時22分
統括当直長が第１報発信を六ヶ所
対応会議にて実施することを日勤
統括当直長に確認。

工場長の指示事項

保修部からの報告
を受け、汚染がG区
域であったことか
ら、作業員の被ばく
及び内部取り込み
の有無の確認を急
ぐよう放射線管理
部長へ指示

工場長より作業員の
被ばく及び内部取り
込みの有無について
確認を急ぐよう指示を
受ける。

17時18分
作業員A（現場監督者）の身体サーベイによ
り身体に汚染を確認

作業員１名の身体
サーベイ結果（β
（γ）で最大：約１．６

Ｂｑ/㎝２）であったこと
を六ヶ所対応会議へ
報告

17時28分
統括当直長が作業員A（現場監督

者）の右掌にβ０．３７Ｂｑ／ｃｍ
２
、

左掌にβ１．５７Ｂｑ／ｃｍ
２
の汚染

があったことを放射線管理部から
報告を受ける。

工場長の指示事項

汚染源特定に係
る原因調査を運
転部部長へ指示

汚染源の特定の
調査を担当部長
へ指示した

17時35分頃
作業員A（現場監督者）の身体汚染の除染
を開始（管理区域内）

17時45分
Ｅ施設換気筒モニタ注意報発報（Ｂ情報）第
２報FAX発信

第２報のＦＡＸ発信
を行ったため、国等
への電話連絡を
行った

18時06分
作業員３名放管員１名に汚染がないことを
確認

18時30分頃 保修部からの事象発生時の状況報告

作業者から聞き
取った情報によれ
ば、引き抜いた温
度計の先端が濡れ
ていたこと、温度計
を引き抜いたときに
サーベイメータの指
示値が急上昇した
ことを六ヶ所対応会
議に報告

18時32分
作業場所近傍にいた、他の作業に従事して
いた２名に汚染にないことを確認

19:00頃
作業員1名の被ばく線量が0.01mSvであるこ
とを確認

作業員1名（温度計を
抜出した作業者）の被
ばく線量が0.01mSvで
あることを六ヶ所対応
会議へ報告

19時29分
作業員１名の管理服及び綿手袋のγ核種
分析を行いセシウム１３４、１３７を検出

γ核種分析により
セシウム１３４、１３
７を検出したことを
六ヶ所対応会議へ
報告

19時53分頃
汚染発生場所を含むフロア全体のスミヤに
よる汚染検査を開始

放射線安全課員より
G区域に設置している
養生シート上の汚染
が高そうだとの連絡を
受け、六ヶ所対応会
議に報告

放射線管理部長の
報告を受け、本事
象は汚染の観点か
らトラブルに該当す
ると六ヶ所対応会
議に報告した

工場長の指示事項

汚染源特定のた
めのグリーンハウ
ス設置及び２次汚
染に気をつけなが
ら、温度計の引き
抜きの検討を保
修部長へ指示

しっかりとしたグ
リーンハウスを作
るには、協力会
社に委託する必
要があり、設置作
業は月曜日以降
になる旨報告

19時55分
保健管理建屋にて作業員A（現場監督者）
の当社産業医による除染を開始

20:00 工場長の指示事項

汚染源特定に係
る原因調査を運
転部部長へ再度
強く指示

汚染源の特定に
係る調査につい
ては、時間がか
かることから８/１
（日）にまとめて
報告する旨工場
長へ報告

保修部長より温度検出器を保護缶内へ戻したため、汚染の拡大はない状況であることの報告を受ける

六ヶ所対応会議

放射線管理部長より身体汚染検査結果の報告を受ける

担当者から事象発生時の状況報告を受けたが、六ヶ所対応会議として報告内容を把握できていなかった

放射線管理部長より、作業者（温度計の引き抜きを行った作業者）の被ばく線量が0.01mSvであったことの報告を受ける

放射線管理部長よりγ核種分析よりセシウム１３４、１３７を検出したことの報告を受ける

本事象は汚染によるトラブルに該当するものとの報告を受ける

：補足情報 ：問題点

管理基準値：４Ｂｑ/㎝
２
を超える可

能性が高いだろうと考えた。

この時点で、別のトラブル対応を行って
いたため、まずは現在対応しているトラ
ブルの通報連絡を優先すべきと考え
た。

Ｅ施設については、トラブルの復旧の目途がついたので、あと
は建屋換気設備が復旧後、換気筒モニタの指示値が通常値に
戻った時点で最終報を出す準備が必要と考えた

E施設のトラブル対応中であり、本
事象に専念できなかった。

身体サーベイ等の結果、汚染レベルが低かったことから、汚染源が濃縮缶内の高
レベル廃液ではない可能性が考えられるため、直接温度検出器から採取した試料
と、高レベル廃液濃縮缶内の液との組成を比較しないとＡ情報と判断できないと考
えた。

【問題点②】
　高レベル廃液の主要な核種成分であるセシウムが作業員A（現
場監督者）の管理服及び綿手袋から検出したにも係らず「高レベ
ル廃液の漏えいのおそれ」としてＡ情報を発信しなかった

【問題点⑤】
　六ヶ所対応会議として必要な情報が把握できていなかったこと Ｅ施設のトラブル対応を行ってい

たため、報告内容を把握できて
いなかった

E施設のトラブルに係る六ヶ所対応会議は縮小していた

汚染に関する判断基準には、汚染レベルを特
定する必要があることから、汚染のレベルが確
定してから通報区分を判断することになると考
えた。
また、温度計先端部に汚染があったとの連絡だ
けでは、汚染源が高レベル廃液濃縮缶からの
漏えいとは考えなかった。

汚染のレベルから、高レベル廃液
が漏えいした可能性は低く、高レ
ベル廃液以外からの汚染の可能
性が高いと考えた。

【問題点①】
　高レベル廃液濃縮缶の温度を計測している温度計の先端
に汚染があると連絡を受けたにも係わらず、「高レベル廃液
の漏えいのおそれ」としてＡ情報を発信しなかった

【問題点④】
　本来汚染が発生しないＧ区域での高いレ
ベルの汚染が確認されたことから、法令上

の基準値（３．７×１０
６
Ｂｑ）を超えるおそ

れがあることが考えられたが、Ａ情報とし
て発信しなかった

（調査項目）
・濃縮缶内の廃液組成の評価
・濃縮缶の運転履歴の調査
・保護管等の施工検査記録の調査
・汚染の発生源特定の調査計画の策定

身体汚染検査の結果より

・高レベル廃液だとしたら、皮膚汚染で１．６Ｂｑ/cm
2
、は低いと思った。

・セル内の汚染がグリーン区域に拡大したことを疑い、汚染が保護管からのものであれ
ば原因は、濃縮缶だと考えたので、汚染の発生源の特定をする調査が必要と考えた。

図ー１　通報遅れに係る出来事流れ図（１／２） 別添-5



（議長） （連絡責任者）
司会（議長補佐）

（連絡責任者代行）

時　　　刻 主な作業時系列 工場長 副工場長 技術部長 技術部部長 放射線管理部長 保修部長 運転部部長 放射線安全課長 担当者 統括当直長

六ヶ所対応会議
：補足情報 ：問題点

20時44分頃
養生シート外に汚染のないことを確認した
後に養生シート上の汚染検査を開始（スミ
ヤによる）

養生シート外に汚
染のないことを六ヶ
所対応会議に報告

21時05分
身体汚染が確認された作業員A（現場監督
者）ホールボディカウンタ測定を実施し、内
部被ばくがないことを確認

作業員１名に体内
取り込みがないこと
を六ヶ所対応会議
に報告（この報告で
作業員全員（７名）
に体内取り込みが
なかったことを報
告）

22時05分
Ｅ施設換気筒モニタ注意報発報（Ｂ情報）第
３報（最終報）FAX発信

最終報のＦＡＸ発
信を行ったため、
国等への電話連
絡を行った

22時30分頃 養生シート上の汚染が最大約７１０Ｂｑ/㎝
２

であることを確認

最大約７１０Ｂｑ/㎝
２
であること及び汚
染は養生シート上
で限られているた
め、除染は容易で
あることを六ヶ所対
応会議に報告。
表面汚染の最大値
が高かったため、
汚染の放射能の総
量を求めるよう放射
線管理部長から放
射線安全課長に指
示

表面汚染の最大
値が高かったた
め、汚染の放射能
の総量を求めるめ
るよう放射線管理
部長より指示を受
ける

23時00分頃 汚染した放射能の総量が２．７×１０
６
Ｂｑで

あることを確認

放射能の総量が

２．７×１０
６
Ｂｑであ

ることの報告を受け
法令報告の基準値
以下であることを
六ヶ所対応会議へ
報告

放射能の総量が

２．７×１０
６
Ｂｑで

あることを放射線
管理部長へ報告

23時11分 六ヶ所対応会議縮小

事象の進展がない
と判断し、本事象を
C情報として８月２
日（月）朝（９時３０
分）に第１報を発信
することを確認し
六ヶ所対応会議の
縮小を宣言。
８/１（日）に汚染源
特定に係る調査事
項等の状況を確認
するため、六ヶ所対
応会議を開催する
旨連絡。

夜間に確定したC
情報の場合は、翌
平日に第１報を発
信するルールであ
ることを報告。

23時37分 当社産業医による作業員１名の除染を終了

7月31日

0時47分～
4時00分頃

汚染エリアの除染作業を行い、表面汚染に
係る管理基準値未満になったことを確認
（C情報確定）

表面汚染に係る管
理基準値未満に
なったため、Ｃ情報
が変わらないことを
確認

放射線管理部長
へ表面汚染に係る
管理基準値未満
に除染できたこと
を報告

8時00分頃～
24時00分頃

汚染の発生源を特定するための調査計画
の策定及び運転記録・濃縮缶内の廃液組
成の評価・保護管等の施工記録・検査記録
の調査を実施（運転部部長Ａ、Ｂ及び分離
課員）

8月1日

8時00分頃～
12時00分頃

引き続き、汚染の発生源を特定するための
調査計画の策定及び運転記録・濃縮缶内
の廃液組成の評価・保護管等の施工記録・
検査記録の調査を実施（運転部部長Ａ、Ｂ
及び分離課員）

15時00分頃 六ヶ所対応会議を再開

～19時00分頃

・エリア汚染に係る顛末書の確認
・汚染の発生源を特定するための調査計画
の策定及び運転記録・濃縮缶内の廃液組
成の評価・保護管等の施工記録・検査記録
の調査結果を確認

19時00分頃 六ヶ所対応会議縮小

8月2日

8時30分 六ヶ所対応会議を再開

～９：３０頃 六ヶ所対応会議にて、Ｃ情報の再確認

9時42分 Ｃ情報第１報発信 Ｃ情報第１報発信

11時30分頃

放射線管理部長に
γ線の核種分析を
実施した際の同位
体組成を確認する
よう指示
放射線管理部長よ
りセシウムのピーク
の比が１対５５であ
ることの報告を受け
る

副工場長よりセシ
ウムの同位体の
ピークの比を問わ
れる
放射線安全課に問
い合わせセシウム
のピークの比が１
対５５であることを
確認し副工場長へ
報告

12時00分頃
保護管内に高レベル廃液が漏えいしている
可能性があることを確認

13時10分頃 法令３号に該当すると判断

高レベル廃液の可
能性があることから
法令３号に該当す
ることから技術部
長にＡ情報発信の
指示

技術部長は工場長
の指示によりＡ情
報発信の準備

Ａ情報第１報発信

・エリア汚染に係る顛末書の確認
・汚染の発生源を特定するための調査計画の策定及び運転記録・濃縮缶内の廃液組成の評価・保護管等の施工記録・検査記録の調査結果を確認

放射線管理部長より作業員全員（７名）に体内取り込みがなかったことの報告を受ける

汚染の観点からは汚染の最大値が管理基準値を超えているものの、容易に除染が実施できることから、Ｃ情報に該当すると認識した

放射線管理部長より養生シート外に汚染のないことの報告を受ける

γ線の核種分析の結果、Cs-134とCs-137の比率が1対55であり、高レベル廃液濃縮缶内のCs-134とCs-137の推定比率（1対42）とほぼ一致したことか
ら、保護管内に高レベル廃液が漏えいしている可能性があることを確認

六ヶ所対応会議にて、Ｃ情報の再確認

放射線管理部長より放射能の総量が２．７×１０
６
Ｂｑであることの報告が法令報告の基準値以下であることの報告を受ける

汚染が養生シート上である
ため除染は容易であると考
えた。

濃縮缶内の圧力が安定しているこ
と、保護管を養生したことにより、こ
れ以上の事象の進展がないと考え
た。

内部取り込みがなかったこと
の報告を受け、内部取り込み
に関する情報提供をする必
要がないと考えた

法令８号（管理区域内での放射性物質の漏えい）に該当しないと考えた。

汚染源を特定するサンプリングに時間を要するものの、直接温度検出器から採取した
試料と、高レベル廃液濃縮缶内の液との組成を比較しないとＡ情報と判断できないと
考えた。

【問題点③】
　温度計からのサンプリングに時間を要する状況において、それまで
に得られた情報から総合的に判断して「高レベル廃液の漏えいのお
それ」としてＡ情報を発信しなかったこと。

この時点では温度計からサンプリングしたものとの核種組成比率を確認しなければ高レベル廃液と確定できないと考えた。

【問題点⑥】
　濃縮缶内の廃液組成（推定値）が報告された段階で、それまでに得
られた情報（放射性物質が付着した管理服を試料として行った核種
分析結果からセシウムの同位体比率が計算できる状況）から総合的
に判断して「高レベル廃液の漏えいのおそれ」としてＡ情報を発信し
なかったこと。

図ー１　通報遅れに係る出来事流れ図（２／２） 別添-6



事象 問題点 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ 要因（原因） 対策

①

高レベル廃液濃縮缶の温度を
計測している温度計の先端に
汚染があると連絡を受けたにも
係わらず、「高レベル廃液の漏
えいのおそれ」としてＡ情報を
発信しなかった

温度計先端部に汚染があった
との連絡だけでは、汚染源が
高レベル廃液濃縮缶からの漏
えいとは考えなかった

温度計保護管に高レベル廃液
が漏れて、漏れた高レベル廃
液が温度計に付着し、その温
度計の抜き出し作業により、セ
ル外が汚染する事象は初めて
で事象として想定していなかっ
た

ａ

高レベル廃液を取り扱う固化セ
ル以外では、高レベル廃液の
漏えいのおそれに関する明確
な基準がなかった

高レベル廃液を取り扱う固化セ
ルにおいては、高レベル廃液
の漏えいのおそれとしてＡ情報
を発信するタイミングをルール
化していたが、固化セル以外の
場合はＡ情報として発信するタ
イミングをルール化していな
かった

ｂ

得られた情報から、高レベル廃
液漏えいのおそれとして早くＡ
情報を発信する姿勢がなかっ
た

法令報告対象のおそれがある
（判断が難しい）事象はＡ情報
として発信するという意識が不
足していた

ｃ

②

高レベル廃液の主要な核種成
分であるセシウムが作業員A
（現場監督者）の管理服及び綿
手袋から検出したにも係らず
「高レベル廃液の漏えいのおそ
れ」としてＡ情報を発信しなかっ
た

高レベル廃液以外による汚染
の可能性があると考えたため、
この時点では高レベル廃液の
漏えいのおそれにならないと考
えた

身体サーベイの結果、皮膚汚
染のレベルが高レベル廃液の
漏えいに伴うものとしては低い

（１．６Ｂq／cm2）と考えた

高レベル廃液の放射能濃度の
レベルを知っているので、僅か
に漏れたとしても汚染のレベル
は高いと考え、低いとは思わな
かった

③

温度計からのサンプリングに時
間を要する状況において、それ
までに得られた情報から総合
的に判断して「高レベル廃液の
漏えいのおそれ」としてＡ情報
を発信しなかった

サンプリングの結果から、高レ
ベル廃液の漏えいと確定させ
てからＡ情報を発信すべきと考
えた

保護管に高レベル廃液が漏え
いするのは初めてだったため、
時間を要しても高レベル廃液と
確認すべきと考えた

初めての事象だったので、高レ
ベル廃液の漏えいであることを
確定させることを優先し、高レ
ベル廃液漏えいのおそれとして
早くＡ情報を発信する姿勢がな
かった

サンプリング等で結果を判断す
るのに時間を要する場合は、
高レベル廃液の漏えいのおそ
れとして発信すべきであった
が、トラブル情報を早く発信す
るという意識が不足していた

ｄ

Ａ
情
報
の
連
絡
に
時
間
を
要
し
た

●高レベル廃液の漏えいのおそれ
としてＡ情報を発信するタイミングを
ルール化する（ａ、ｂに対する対策）

●サンプリング等で結果を判断す
るのに時間を要する場合は、トラブ
ルのおそれとして発信することを
ルール化する（ｄに対する対策）

●トラブル事例集に本事象及び類
似事例を追加する（ａ、ｂ、ｃに対す
る対策）

別
添
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図－２　　要 因 分 析 図（1／2）



事象 問題点 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ 要因（原因） 対策

④

本来汚染が発生しないグリーン
区域において高いレベルの汚
染が確認されたことから、法令

上の基準値（３．７×１０６Ｂｑ）
を超えるおそれがあることが考
えられたが、Ａ情報として発信
しなかった

管理区域内での汚染のレベル
を確定させることを第一に考え
たため、「使用済燃料等の管理
区域内での漏えいのおそれ」と
してＡ情報を発信する考えに至
らなかった

管理区域内で漏えいした放射
能量を確定させた後、法令上

の基準値（３．７×１０６Ｂｑ）を
超えた場合に、「使用済燃料等
の管理区域内での漏えい」とし
てＡ情報を発信すべきと考えた

（今回は３．７×１０６Ｂｑを超え
る事象ではなかった）

本来汚染が発生しない場所（グ
リーン区域）に高いレベルの汚
染が確認された場合は、使用
済燃料等が漏えいし、法令上

の基準値（３．７×１０６Ｂｑ）を
超える可能性を考えて、対応す
る意識が不足していた

e

汚染に関する社内の判断フ
ローは、汚染密度のレベルによ
るトラブル区分のみを示してお
り、漏えいした放射能量による
トラブル区分は示していなかっ
た。

汚染密度の測定は汚染の判断
フローで対応し、漏えいした放
射能量の測定は漏えいの判断
フローで対応することとなって
いたため、速やかに、放射能量
による漏えいのおそれとする考
えに至らなかった

f

⑤

六ヶ所対応会議として必要な情
報が把握できていなかった

当日別のトラブル（Ｂ情報）が
発生した状況において、トラブ
ル毎に独立して六ヶ所対応会
議を行えなかった

連絡責任者と六ヶ所対応会議
の進行を行う司会者が同一人
物であり、また他のトラブル事
象の通報連絡責任者でもあっ
た

g
同じ日に２つのトラブルが発生
したため、六ヶ所対応会議の事
務局の要員が不足した

事務局の要員の一部が出張等
により不在であった

同時に独立して２つの六ヶ所対
応会議を行う体制が不十分で
あった（連絡責任者と対応会議
の進行を行う司会者が同一人
物であり、また他のトラブル事
象の通報連絡責任者でもあっ
た）

Ａ
情
報
の
連
絡
に
時
間
を
要
し
た

●汚染に関する社内の判断フロー
に、放射能量（放射能の総量）に係
る判断を追加し、ルール化する（e、
ｆに対する対策）

●今回改正したルール及び追加し
たトラブル事例集について周知する
（ａ、ｂ、ｃ、ｄ、e、ｆに対する対策）

●トラブル対応の体制強化を図る
（ｇに対する対策）
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図－２　　要 因 分 析 図（2／2）



図－３

 

事象発生から通報連絡までの流れ

事象発生

発見者
連絡

統括当直長
連絡

初期判断

連絡責任者

連絡

社内外関係機関

六ヶ所対応会議立ち上げ
議長：工場長又は代行者

事象の対策活動を統括

注）今回は統括当直長が初期判断としてＡ情報を
発信しない状態で、六ヶ所対応会議が立ち上
がったため、六ヶ所対応会議にてＡ情報を発
信した。

第１報ＦＡＸ
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